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【第１問】下記の（問１）、（問２）について解答しなさい。  

問１  

ファイナンシャル・プランニング業務を行うに当たっては、関連業法

を順守することが重要である。 ファイナンシャル・プランナー（以

下「ＦＰ」という）の行為に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。  

 

１．生命保険募集人・保険仲立人の登録を受けていないＦＰが、変額

年金保険の一般的な商品内容について説明を行った。  

 

２．投資助言・代理業の登録をしていないＦＰが、顧客と投資顧問契

約を締結し、当該契約に基づいて 特定の上場株式の投資判断につい

て助言をした。 

  

３．税理士資格を有していないＦＰが、顧客から相続財産に係る相続

税額の計算を依頼されたため、業 務提携をしている税理士を紹介し、

業務を委ねた。  

  



【答え】 

１.適切○ 

保険募集人、仲立人でない FP でも生命保険商品の一般的な説明や、

保障額の試算・ライフプラン設計を行うことは可能です。 

ただし、保険業法により保険の募集・契約を行ってはいけません。 

 

 

2.不適切× 

金融商品取引業者として投資助言、代理業の登録を受けていない FP

は、投資助言・ 代理業・投資運用業を行ってはいけません。  

投資判断となる決済報告書、景気動向などを知らせることは投資助

言とはならないため可能です。  

 

 

3.適切○ 

税理士資格を持たない FP は、具体的な税務相談や税務書類の作成を

行ってはいけません。 

また、有償・無償にかかわらず税務相談を行うことができませんが、

仮の事例や、一般的な税法の解説は行うことができます。  

 

 

従って、正解は【2】 

  



問２  

下記は、小田家のキャッシュフロー表（一部抜粋）である。このキャ

ッシュフロー表の空欄（ア）～ （ウ）に入る数値とその求め方とし

て、最も不適切なものはどれか。なお、計算に当たっては、キャッシ

ュフロー表中に記載の整数を使用し、計算結果については万円未満

を四捨五入すること。  

 
  



【答え】 

ア)適切○ 

資料より、給与収入は基準年では 420万円で変動率は 1%です。 

2 年後の給与収入を求めるには、年利 1%を 2 年間複利計算すること

で求められます。 

 
複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)N 乗 

 

420万円×(1＋1%)2 

 

※電卓での計算は、まず(1+0.01)を計算し 1.01。×を 2回(=を年数

−1 回)  

1.01××=1.0201 

 

4,200,000円×1.0201=4,284,420 

万円未満を四捨五入すると 428 万円 

 

  



イ)適切○ 

年間収支は 

収入金額-支出金額=年間収支 

 

 
 

資料より 3 年後の収入合計は 813万円、支出合計は 528 万円です。 

813万円-528 万円=285 万円 

 

  



ウ)不適切× 

金融資産残高は前年の金融資産残高を変動率で計算し、1年後の年間

収支と合算させます。 

 
まず変動率をかけた 3 年目の金融資産残高は 

複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)N 乗 

385 万円×(1+1%)=3,888,500円 

3,888,500円+2,470,000円=6,358,500円 

 

万円未満を四捨五入すると 636 万円 

 

従って、正解は【ウ】 

  



【第２問】下記の（問３）～（問５）について解答しなさい。 

 問３  

下記＜資料＞に基づくＭＸ株式会社の投資指標に関する次の記述の

うち、最も不適切なものはどれか。 なお、購入時の手数料および税

金は考慮しないこととし、計算結果については表示単位の小数点以

下第３位を四捨五入すること。  

 
 

１．株価収益率（ＰＥＲ）は、１５％である。  

 

２．株価純資産倍率（ＰＢＲ）は、０.８倍である。  

 

３．配当利回りは、１.５６％である。  

 

  



【答え】 

1)不適切× 

PERとは、株価が 1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指

標です。  

PER(倍)=株価÷1株当たり当期純利益(EPS)  

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数  

 

PERが高いほど割高   

PERが低いほど割安  

 
1,600円÷240円=6.666… 

PER=6.66 倍 

 

 

 

 

2)適切○ 

PBRとは、株価が 1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した

指標 PBR(倍)=株価÷1株当たり純資産(BPS)  

BPS(1株当たり純資産)=純資産÷発行済株式数  

・PBRが低い(1 倍に近い)ほど割安  

・PBRが高いほど割高  

 
 

1,600万円÷2,000円=0.8 

PBR=0.8 倍 

  



3)適切○ 

配当利回りは株価に対して何%の配当を出しているかを示します。  

配当利回り=1株当たり年間配当金÷株価×100  

 
 

25 円÷1,600円×100=1.5625% 

 

配当利回り=1.56% 

 

 

 

従って、正解は【1】 

  



問４  

会社員の湯本さんは、ＦＰの牧村さんに、ＮＩＳＡ（少額投資非課税

制度）およびつみたてＮＩＳＡ （非課税累積投資契約に係る少額投

資非課税制度）の特徴や注意点について質問をした。次の牧村さんの

回答のうち、最も不適切なものはどれか。  

 

１．「ＮＩＳＡは、上場株式を投資対象とすることができます。」  

 

２．「つみたてＮＩＳＡは、個人向け国債を投資対象とすることがで

きます。」  

 

３．「ＮＩＳＡやつみたてＮＩＳＡで売却損が出た場合、一般口座で

生じた売却益などと相殺することができないため注意が必要です。」 

  



【答え】 

1) 適切○ 

NISAで非課税となる対象 →上場株式・公募株式投資信託、J-REIT(上

場不動産投資信託、ETF(上場投資信託)などの配当金・分配金・譲渡

益。  

 

 

2) 不適切× 

つみたて NISAの対象商品は、一定の条件を満たした公募投資信託(株

式型・バランス型)と ETF に限定されています。  

 

 

3)適切○ 

NISA 口座やつきたて NISAで売却損がでても、一般口座との相殺はで

きません。 

 

従って、正解は【2】 

 

 

  



問５  

下記＜資料＞の投資信託を３０万口購入する場合の購入金額として、

正しいものはどれか。なお、解答に当たっては、円未満を切り捨てる

こと。 

 
 

１． ４０４,７７６円  

 

２． ４０７,２８７円  

 

３． ４１３,５４４円  

  



【答え】 

 
 

1 万口あたり 13,284 円ですので、 

一口の値段は 13,284÷10,000=1.3284 円 

 

30万口購入すると 

1.3284×300,000=398,520円 

 

購入手数料は 2.20%ですので 

398,520円×2.20%=8,767.44→8,767 円 

 

398,520円+8,767 円=407,287 円 

 

 

従って、正解は【2】 

 

  



【第３問】下記の（問６）、（問７）について解答しなさい。  

問６  

建築基準法に従い、下記＜資料＞の土地に建築物を建築する場合、そ

の土地に対する建築物の建築面積の最高限度として、正しいものは

どれか。なお、記載のない条件については一切考慮しないこととす

る。  

 
  



【答え】 

建築面積の最高限度=敷地面積×建ぺい率 

 
 

600㎡×60%=360㎡ 

 

 

従って、正解は【1】 

 

  



問７  

下記は、不動産の取得および保有に係る税金についてまとめた表で

ある。下表の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとし

て、正しいものはどれか。 

 
 

１．（ア）贈与 （イ）相続税評価額 （ウ）市町村（東京２３区は東

京都）  

 

２．（ア）相続 （イ）固定資産税評価額 （ウ）市町村（東京２３区

は東京都）  

 

３．（ア）贈与 （イ）固定資産税評価額 （ウ）都道府県  

  



【答え】 

ア）不動産を取得した理由が相続だった場合、不動産取得税はかかり

ません。 

 

 

イ）不動産の登録免許税の課税標準は固定資産税評価額です。 

 

 

ウ）固定資産税の評価額は 3 年に 1 度、市町村によって評価替えが

行われます。評価割合としては 70%です。  

 

 

従って、正解は【2】 

 

 

  



【第４問】下記の（問８）～（問１０）について解答しなさい。 

 問８  

近藤康孝さんが加入している生命保険（下記＜資料＞参照）の保障内

容に関する次の記述の空欄 （ア）にあてはまる金額として、正しい

ものはどれか。なお、保険契約は有効に継続しているものとし、 康

孝さんはこれまでに＜資料＞の保険から保険金および給付金を一度

も受け取っていないものとする。 

 
１． １９０,０００円  

 

２． ２１０,０００円  

 

３． ３８０,０００円  

  



【答え】 

 
病気の治療を目的とした場合は疾病として疾病入院特約から支給さ

れます。 

  

入院 5日目からの支給ですので、42日間の入院だと 38 日分の支給が

受けられます。 

5,000円×38 日=190,000円 

 

従って、正解は【1】 

 

 

  



問９  

損害保険の用語に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ

か。  

 

１．再調達価額とは、保険の対象と同等のものを新たに建築または購

入するのに必要な金額のことである。  

 

２．保険料率とは、契約者から支払われた保険料の総額に対する保険

会社が支払った保険金の総額の割合のことである。  

 

３．一部保険とは、保険金額が保険の対象の価額（保険価額）に満た

ない保険のことである。  

 

  



【答え】 

1)適切○ 

再調達価額とは、万が一補償対象物件が被災等した場合に、対象と同

等のものを新築・再購入するために必要な資金のことです。  

 

 

2)不適切× 

保険料率は予定死亡率や予定利率、予定事業費率によって決められ

ます。 

 

 

3) 適切○ 

損害保険では、  

・保険をかける対象の見積額を保険価額  

・実際に保険会社が補償する金額を保険金額といいます。 

上記の関係から  

 

保険価額 ‹ 保険金額 保険金額が大きい場合は超過保険  

保険価額 › 保険金額 保険価額が大きい場合は一部保険  

保険価額 ≒ 保険金額 両方が等しい場合は全部保険  

 

従って、正解は【2】 

  



問１０  

自動車損害賠償責任保険（以下「自賠責保険」という）に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、加害車両が複数の場

合については考慮しないものとする。  

 

１．自動車事故により他人を死亡させた場合、自賠責保険から死亡に

よる損害に対して支払われる保険 金の限度額は被害者１名につき

３,０００万円である。  

 

２．自動車事故により他人にケガを負わせた場合、自賠責保険から傷

害による損害に対して支払われる 保険金の限度額は被害者１名に

つき１２０万円である。  

 

３．自動車事故により他人に後遺障害を負わせた場合、自賠責保険か

ら後遺障害による損害に対して支払われる保険金の限度額は被害者

１名につき障害等級に応じて最高２,０００万円である。  

  



【答え】 

1)適切○ 

自賠責保険は対人賠償事故のみの補償で、被害者 1 人あたり死亡・

後遺障害について、3000万円(但し、常に介護を要する重度の後遺障

害については 4000 万円)が支払われ、傷害については別に 120 万円

が支払われます。 対物は対象外です。  

 

 

2)適切○ 

自賠責保険は対人賠償事故のみの補償で、被害者 1 人あたり死亡・

後遺障害について、3000万円(但し、常に介護を要する重度の後遺障

害については 4000 万円)が支払われ、傷害については別に 120 万円

が支払われます。 対物は対象外です。  

 

 

3)不適切× 

自賠責保険は対人賠償事故のみの補償で、被害者 1 人あたり死亡・

後遺障害について、3000万円(但し、常に介護を要する重度の後遺障

害については 4000 万円)が支払われ、傷害については別に 120 万円

が支払われます。 対物は対象外です。  

 

従って、正解は【3】 

  



【第５問】下記の（問１１）、（問１２）について解答しなさい。 

 問１１  

給与所得者である浜松さんは、２０２０年中に住宅ローンを利用し

てマンションを購入し、直ちに居住を開始した。浜松さんは所得税で

住宅借入金等特別控除（以下「住宅ローン控除」という）の適用を受

けたいと考え、ＦＰで税理士でもある工藤さんに相談をした。工藤さ

んが行った住宅ローン控除に関する次の説明のうち、最も適切なも

のはどれか。  

 

１．「住宅ローンの返済期間が１０年以上でなければ適用を受けるこ

とができません。」  

 

２．「住宅ローン控除の適用対象となる住宅の床面積は４０ｍ2 以上

とされています。」  

 

３．「住宅ローン控除は、その年分の合計所得金額が２,０００万円

以下でなければ適用を受けることができません。」  

  



【答え】 

１)適切○ 

住宅ローン控除の適用要件として償還期間は 10 年以上です。住宅ロ

ーンの繰上げ返済によって返済期間が 10 年未満になると、その年以

後は住宅ローン控除を受けることができません。  

 

 

2)不適切× 

住宅借入金等特別控除の適用要件として、住宅の床面積が 50m²以上

で、床面積の半分以上(1/2)の部分が自分で居住されるためのもので

あれば、対象となります。  

 

 

3)不適切× 

住宅ローン控除の適用を受けるためには、適用を受けるその年の合

計所得金額が 3,000 万円以下でなければならないという要件があり

ます。  

 

 

従って、正解は【1】 

 

  



問１２  

宮本さんは、２０年前に購入し、現在居住している自宅の土地および

建物を売却する予定である。売却に係る状況が下記＜資料＞のとお

りである場合、所得税における課税長期譲渡所得の金額として、正し

いものはどれか。 

 
 

１． ４,０００万円  

２． １,２００万円  

３． １,０００万円  

  



【答え】 

譲渡した年の 1 月 1 日での所有期間が 5 年以上か以下で長期譲渡所

得・短期譲渡 所得が変わります。  

また、土地・建物の譲渡所得は =総収入金額(譲渡価格)-(取得費+譲

渡費用)-特別控除額  

 

・取得費は【取得にかかった金額+設備費+改良費―減価償却費】  

・取得費が不明な場合や実際の取得費が収入金額の 5%より少ない場

合は、収入金額の 5%を取得費とすることができます。(概算取得費)  

 
 

7,000万円-(2,800万円+200万円)-3,000万円=1,000万円 

 

従って、正解は【3】 

  



【第６問】下記の（問１３）～（問１５）について解答しなさい。 

 問１３  

２０２０年９月２日に相続が開始された関根直人さん（被相続人）の

＜親族関係図＞が下記のとおりである場合、民法上の相続人および

法定相続分の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、記載の

ない条件については一切考慮しないこととする。 

 
 

１．澄子 １／２ 悦子 １／４ 勇次 １／４  

２．澄子 ２／３ 悦子 １／６ 勇次 １／６  

３．澄子 ３／４ 悦子 １／８ 勇次 １／８  

 

  



【答え】 

●相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2 で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3 で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第 1,第 2

がいない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 
相続人の範囲では、第１順位から、相続人がいない場合には順位が移

行します。 

本問では第１順位の子がいないので、第 2 順位へ移行しますが、直

系尊属の昭子さんも資料より相続を放棄しておりますので、第 3 順

位の兄弟姉妹が相続人となります。 

 

従って配偶者は 3/4 となり、兄弟姉妹は 1/4 を 2 名で分けるので、

各 1/8 

 

 

従って、正解は【3】 

 

  



問１４  

下記は、普通方式による遺言の特徴等についてまとめた表である。下

表の空欄（ア）～（ウ）にあて はまる数値または語句の組み合わせ

として、正しいものはどれか。なお、問題作成の都合上、表の一部を

空欄（＊＊＊）としている。 

 
 

１．（ア）１５ （イ）２人以上 （ウ）不要  

 

２．（ア）１５ （イ）３人以上 （ウ）不要  

 

３．（ア）２０ （イ）２人以上 （ウ）必要  

  



【答え】 

満 15歳以上であれば、遺言をすることが可能です。 

公正証書遺言は、公証人が遺言者の遺言を筆記し公証役場へ保管し

ます。 家庭裁判所への検認は不要で、証人は、未成年者、推定相続

人、推定相続人の配 偶者や直系血族以外で 2名以上必要です。  

 

 

従って、正解は【1】 

  



問１５  

ＦＰで税理士でもある長谷川さんは、山田周平さん（６７歳）から相

続時精算課税制度に関する相談を受けた。周平さんからの相談内容

に関する記録は、下記＜資料＞のとおりである。この相談に対する長

谷川さんの回答の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる数値の組み合わせ

として、正しいものはどれか。  

 
 

１．（ア）６５ （イ）２,０００ （ウ）２０  

 

２．（ア）６０ （イ）２,５００ （ウ）２０  

 

３．（ア）６５ （イ）２,５００ （ウ）１０  

  



【答え】 

相続時精算課税制度は、満 20歳以上の子か孫が、60歳以上の父母や

祖父母からの贈与の場合に適用されます。 

相続時精算課税制度を選択した場合の贈与額は特別控除額 2,500 万

円を控除し、その金額を超えた金額には一律 20%乗じて計算されます。  

この制度を利用したら暦年課税には戻れません。  

 

 

 

従って、正解は【2】 

  



【第７問】下記の（問１６）～（問２０）について解答しなさい。 

 
  



問１６  

ＦＰの大垣さんは、布施家の２０２０年９月１日時点でのバランス

シートを作成した。下表の空欄（ア）にあてはまる金額として、正し

いものはどれか。なお、＜設例＞に基づいて解答することとする。ま

た、問題作成の都合上、バランスシートの［資産］および［負債］の

内訳の記載を省略している。  

 
 

１． ２,０３０（万円）  

 

２． ２,１５０（万円）  

 

３． ２,２３０（万円）  

  



【答え】 

純資産を求める場合には、資産合計額-負債合計額で求められます。 

 
 

・資産合計は 

普通預金 480万円+定期預金 600万円+財形年金貯蓄 220万円+個人向

け国債 50万円+上場株式200万円+生命保険 80万円+不動産2,300万

円=3,930万円 

 

負債は住宅ローンの 1,700万円です。 

※住宅ローンの団体信用生命保険は、債務者が死亡・高度障害の場合

には保険料 を保険会社がローン会社へ支払いを行います。  

 

資産合計 3,930万円—負債合計 1,700万円=2,230万円 

 

従って、正解は【3】 

  



問１７  

秀則さんは、今後１５年間で毎年３６万円ずつ積立貯蓄をして、老後

の資金準備をしたいと考えている。積立期間中に年利２.０％で複利

運用できるものとした場合、１５年後の積立金額として、正しいもの

はどれか。なお、下記＜資料＞の３つの係数の中から最も適切な係数

を選択して計算し、解答に当たっては、千円未満を四捨五入するこ

と。また、税金や記載のない事項については一切考慮しないこととす

る。  

 

 
 

１． ７,２６８,０００円  

 

２． ６,２２５,０００円  

 

３． ４,６２６,０００円   

  



【答え】 

毎年一定額を積立た場合の一定期間後の元利合計を求めるには年金

終価係数です。  

本問では毎年 36 万円を複利運用し積み立て、15年後の合計額は?  

毎年積み立てる金額×年金終価係数=一定期間後の合計額  

 

 
 

360,000円×17.293=6,225,480円 

 

 

円未満四捨五入により 6,225,000円 

 

 

従って、正解は【2】 

  



問１８  

秀則さん、美鈴さんが加入している生命保険は下表のとおりである。

下表の契約Ａ～Ｃについて、保険金・給付金が支払われた場合の課税

関係に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 
 

１．契約Ａ：秀則さんが死亡し、美鈴さんが死亡保険金を受け取った

場合は、所得税・住民税の課税対象となる。  

 

２．契約Ｂ：美鈴さんが受け取った入院給付金は、所得税・住民税の

課税対象となる。  

 

３．契約Ｃ：秀則さんが受け取る満期保険金は、所得税・住民税の課

税対象となる。  

  



【答え】 

 
1)不適切× 

契約者、被保険者が同一人物である場合には、相続税の課税対象で

す。 

契約者 被保険者 保険金受取人 課税関係 

A A B 相続税 

A B A ・所得税 

・住民税 

（一時所得） 

A B C 贈与税 

 

 

2)不適切× 

入院給付金は、入院費の補填などを目的としており、収益(儲け)では

ないため、非課税です。 

 

 

3)適切○ 

保険契約者、保険金の受取人が同一人物である場合には一時所得と

して、所得税・住民税の課税対象です。 

契約者 被保険者 保険金受取人 課税関係 

A A B 相続税 

A B A ・所得税 

・住民税 

（一時所得） 

A B C 贈与税 

 

従って、正解は【３】 

  



問１９  

秀則さんは、通常６５歳から支給される老齢基礎年金を繰り下げて

受給できることを知り、ＦＰの大垣さんに質問をした。老齢基礎年金

の繰下げ受給に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。な

お、老齢基礎年金の受給要件は満たしているものとする。  

 

１．老齢基礎年金を繰下げ受給した場合の年金額の増額は一生涯続

く。  

 

２．老齢基礎年金を繰下げ受給した場合の年金額は、繰下げ月数１月

当たり０.５％の割合で増額された額となる。  

 

３．老齢基礎年金を繰下げ受給した場合、老齢厚生年金も同時に繰下

げ受給しなければならない。  

  



【答え】 

1)適切○ 

老齢基礎年金及び、老齢厚生年金の繰り上げ、繰り下げ裁定の取り消

しや変更はできません。 

繰り下げ受給した場合、一定の年金額を受給し続けることになりま

す。  

 

 

2) 不適切× 

老齢基礎年金及び、老齢厚生年金の繰上げ支給および繰下げ支給で

は  

・繰り上げ 繰り上げた月数×0.5%分が老齢基礎(厚生)年金額から減

算  

・繰り下げ繰り下げた月数×0.7%分が老齢基礎(厚生)年金に加算  

 

 

3)不適切× 

繰下げ支給では老齢基礎年金と老齢厚生年金それぞれに別々に選択

できます。 従って、いずれかの年金のみを繰り下げて受給すること

も可能です。 

なお、繰上げ支給は両方とも同時に請求しなくてはなりません。  

 

従って、正解は【1】 

  



問２０  

秀則さんの年金加入歴は下記のとおりである。仮に、秀則さんが現時

点（４７歳）で死亡した場合、秀則さんの死亡時点において妻の美鈴

さんに支給される公的年金の遺族給付に関する次の記述のうち、 最

も適切なものはどれか。なお、秀則さんは、入社時（２２歳）から死

亡時まで厚生年金保険に加入しているものとし、遺族給付における

生計維持要件は満たされているものとする。 

 

 
１．死亡一時金と遺族厚生年金が支給される。  

 

２．遺族厚生年金のみが支給される。  

 

３．遺族基礎年金と遺族厚生年金が支給される。 

  



【答え】 

・遺族基礎年金の支給要件は、被保険者または老齢基礎年金の受給

資格期間が 25 年以上ある者が死亡したとき、死亡した者によって生

計を維持されていた、子のある配偶者・子へ支給  

※子:18歳到達年度の末日(3 月 31 日)を経過していない子  

20歳未満で障害年金の障害等級 1級または 2 級の子かつ未婚。  

 

また、遺族厚生年金は、遺族基礎年金に上乗せして受け取れるもの

で、厚生年金保険の被保険者が死亡した場合に受け取れます。  

受給できる遺族の範囲は、妻、子、孫、および 55歳以上の夫、父母、

祖父母となっていて、受給者がいない場合に順位が移動する。 

  

 

・遺族厚生年金の額は、死亡した者の厚生年金保険の被保険者期間

を基礎として計算した老齢厚生年金の報酬比例部分の額の 4 分の 3

ですが、その被保険者期間が 300 月(25年)未満の場合、300 月とみ

なして計算します。 

  

 

・厚生年金保険の被保険者である夫が死亡し、子のない 40歳以上か

ら 65歳になる前(中高齢の時期)までの妻の遺族厚生年金には、中高

齢寡婦加算額(有期年金)が加算支給されます。(子がいても、子が遺

族基礎年金の加算対象外であった場合、妻が 40歳以上であれば支給)  

 

死亡一時金は第 1 号被保険者として保険料を納めた月数が 36 月(3

年)以上ある方が、老齢基礎年金・障害基礎年金を受けないまま亡く

なった時、その方によって生計を同じくしていた遺族に支給されま

す。 

 

※死亡した人と生計を同じくしていた遺族とは 

配偶者・子・父母・孫・祖父母・兄弟姉妹で遺族基礎年金を受給でき

ない人) 

  



本問では、家族構成として 17歳の子がいます。 

 

 
18 歳未満の子のある配偶者として、遺族基礎年金と、秀則さんが厚

生年金加入者であるため、遺族厚生年金が支給されます。 

 

秀則さんは厚生年金加入者で第 2 号被保険者ですので、死亡一時金

は支給されません。 

 

 

従って、正解は【3】 

  



－終－ 

 


